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「助産」という実践を見えなくさせたもの
―戦後日本の医療法と児童福祉法が規定する助産所と助産施設の違いを中心に―
Marginalization of Midwifery Practice
―Between Definitions of Maternal Home in the Medical Service Law
and Lying-in Agency in the Child Welfare Law―
大出　春江 *
Harue OHDE
＜キーワード＞
助産，産院，社会事業，医療法，児童福祉法
＜要　　　約＞
　本論は，助産という実践が戦後，一貫して周辺化され見えなくなったのはなぜかという問
いをめぐる考察である。
　現代日本では有床助産所は全国で 400 施設を下回り減少が続く。かつて助産所分娩は病院
分娩と平行して（地域によっては）1970 年前後まで拡大していた。それにもかかわらず，こ
のことは従来の出産の医療化論や施設化論では着目されてこなかった。なぜこうした過小評
価が起こったのかということについて，公式統計に現れた助産実践にかかわるカテゴリーに内
在する曖昧さや混乱に注目する。象徴的な例として「助産所」を取り上げる。この制度は戦後，
医療法の規定によってはじめて誕生するが，統計上の分類カテゴリーとして曖昧な位置づけを
与えられた。その結果，有床助産所に関する年次別変化を統計上，追うことができないとい
う問題が浮かび上がる。さらに「助産所」と「助産施設」の違いを医療法の規定と児童福祉
法の規定，そしてこれらの英訳を参照し，実態としての施設の違いではないことを述べる。
　以上の考察を通して，公式統計における助産をめぐる分類カテゴリーのわかりにくさや施
設名称の不明確さは「助産」という実践の固有性，とりわけ有床助産所を中心とした「助産所」
の固有性を見えにくくすることに寄与してきたという解釈を示す。結びとして，助産という実
践は戦後日本において制度的に周辺化され，助産職も助産所分娩も 1970 年代以降は見えない
存在へと変化したが，にもかかわらず日本社会において助産所分娩がわずかながらでも継続
していることは，産む女性の人権と尊厳にとって極めて重要な示唆をもつことを結論で述べる。
* 大妻女子大学　人間関係学部　人間関係学科　社会学専攻
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はじめに
　本論では，助産という実践がその評価とともに
戦後，一貫して周辺化されてきたのはなぜかとい
うことを考察する。構成は以下の通りである。
　第一に，助産所分娩が病院分娩と平行して 1970
年前後まで拡大したことを確認する。この点は従
来の出産の施設化論では着目されてこなかった。
この事実にもかかわらずなぜ助産所の過小評価が
起こったのか，その要因として公式統計に現れた
助産実践にかかわる施設のカテゴリーに内在する
曖昧さや混乱に注目する。すなわち第二に，戦後
に誕生した「助産所」が統計上の分類カテゴリー
として曖昧な位置づけをされたこと，その結果と
して，有床助産所に関する年次別変化を統計上，
追うことができないという問題を明らかにする。
第三に，戦前から存在していた「産院」と，戦後
誕生した「助産所」と「助産施設」とは何が違う
のかを述べる。第四にこれまでの考察から，公式
統計における助産をめぐる分類カテゴリーのわか
りにくさや施設名称の明確ではない区別は「助産」
という実践の固有性，とりわけ有床助産所を中心
とした「助産所」の固有性を曖昧にすることに寄
与してきたことを指摘する。しかし，医療化され
た出産がますます主流になっていく今日では，現
代の産む女性たちが医療化された出産を自ら選び
とってきた結果でもあることを確認する。助産と
いう実践は戦後日本において制度的に周辺化さ
れ，助産職も助産所分娩も 1970 年代以降は見え
ない存在へと変化したが，それにもかかわらず日
本社会において助産所分娩がわずかながらでも継
続していることは，産む女性の人権と尊厳にとっ
て極めて重要な示唆をもつことを結論で述べる。
１．助産実践の周辺化
　助産という行為とそれを遂行する助産専門職は
医療の領域に包摂されない固有の存在意義をも
つ。助産職は医療行為を禁止された存在である。
それゆえにこそ，助産を遂行する際に長時間（時
には数日間）にわたる丁寧な観察と的確な判断に
基づく対処が求められる。助産職は産む女性と身
体のもつ可能性を最大化すること，それによって
医療の介在を最小限に抑えることをめざすことを
職務とする。そのために，産む身体への侵襲を可
能な限り最小化したいと望む女性にとって，出産
という大きな事業を達成するには，助産職との信
頼関係とそれに基づく協力関係は極めて重要な要
素となる。しかし，戦後，こうした助産職の固有
性は正当に評価されなくなった。その要因はいく
つか考えられるが，基本には戦後の経済成長があ
げられる。消費者としての購買力が高まり，産む
女性が医師立会いの保障される医療付き助産サー
ビスを選択した結果だといえる。他方で，出産は
産む女性と助産者との共同作業であるという視点
に立つと，助産職を取り巻く環境はもとより，産
む身体の変化とその社会環境の変化も大きい。
　これらの戦後の変化だけをみているのでは日本
社会における助産職の意味と意義を理解し評価す
ることができない。本論は産婆・助産婦・助産師
と呼称の変わってきた助産職を歴史的社会的文脈
の視点から捉えることで，出産と助産という行為
の現在を相対化することも目的とする。
　一般的には戦後，1960 年代を境に病院や診療所
における医師の立会分娩が一般化するなかで開業
助産婦は仕事を失い，勤務助産婦は医療機関の中
で見えない存在になったと考えられている。しか
し戦後の出産に関する統計によれば，助産所分娩
は病院・診療所分娩（以下，病院分娩と呼ぶ）にとっ
て代わられたのではなく，病院分娩拡大期に，地
域差を伴いつつ 1970 年代前後まで共に拡大して
いたことがわかる。こうした事実にもかかわらず，
助産所分娩の戦後の拡大は注目されることもない
まま，それ以降は減少の一途を辿ることになる。
　ところが漸減傾向にあった助産所分娩が一度だ
け 1982（昭和 57）年に限り，増加に転じ，しか
もほぼ全国的傾向として起こった。正確に言えば，
福井県，石川県，岡山県，佐賀県の 4 県だけは
1982（昭和 57）年ではなく 1981（昭和 56）年に
助産所分娩の割合がいったん増え，そして 1982（昭
和 57）年に前々年の割合に戻るという傾向を見せ
ている。つまり 1981（昭和 56）年～ 1982（昭和
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57）年にかけて助産所分娩のミニリバイバルが全
国的に起こったのである。しかし，この傾向はわ
ずかこの 2 年間だけに起こり，翌年以降，何事も
なかったかのように急速に減少していった。
　この助産所分娩ミニリバイバルがなぜ起こった
のか。考えられるのはメディアの影響である。朝
日新聞記者であった藤田真一が朝日新聞夕刊に
「お産革命」を 1978 年 10 月 24 日から連載し，同
名の書籍が 1979 年 6 月に刊行された。もし藤田
真一による「お産革命」の効果であると仮定する
と，助産所分娩を選択した女性や家族は病院分娩
のあり方に疑問をもつか，それとも夫婦または家
族で出産に臨むことを新しいライフスタイルとし
て実践したいと考えた人びとによって構成されて
いた可能性が高い。
　そこで本論では助産所に注目し，助産という実
践の評価が戦後，一貫して周辺化されてきた要因
を考えていく。
２．1950 年代に進行した出産の２つの施設化
　日本における出産の施設化は一般に 1950 年代か
ら 1970 年代にかけて進み，1960 年前後に自宅分
娩が施設分娩に代わったとされている。それまで
自宅に出張してお産をとりあげていた開業助産婦
はその過程で仕事を失っていった，というのが一
般的理解である。この場合の施設分娩とは病院ま
たは診療所での分娩として捉えられている。
　ところが 1950 年から 1989 年までの出生の場所
別・立会者別の統計を助産所に着目して都道府県
別に追っていくと，別の事実が浮かび上がってく
る。それらは以下の三点にまとめることができる。
1）戦後まもなく，助産所分娩は大都市（東京，
京都，大阪）からはじまった。
2）大都市の助産所分娩の数は 1960 年代前半ま
で増え続けた後，減少に転じた。
3）大都市を除く地域ではこの傾向が遅れて始
まり，助産所分娩の占める割合は 1970 年近
くまで増え続け，その後，減少に転じた。
　大都市で助産所分娩が戦後すぐに行われていた
ことは，これまで注目されてこなかった。この傾
向は東京で 1959（昭和 34）年まで，京都と大阪
では 1962（昭和 37）年まで続き，その後，病院・
診療所分娩へと移行していく。これに対し，地方
の助産所分娩の割合は長期にわたって漸増し継続
した。愛知や岐阜では最大で 3 人に一人は助産所
分娩を選択していた時期があった。このように県
によっては助産所分娩の割合が実に全出生数の 3
割を占める時期もあり，この傾向は 1960 年代後
半まで続いた。1967（昭和 42）年現在，助産所分
娩が出生数全体の 15% 以上を占めた地域は 15 県
に上る。上位から岐阜，山梨，静岡，愛知，長野，
和歌山，福島，大分，岩手，栃木，岡山，奈良，
兵庫，愛媛，高知の各県である。地方においてな
図１　1950 年以降の助産所分娩割合の推移
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ぜ長期にわたり助産所分娩が増加し，またその傾
向が継続したのだろうか。
　大都市から助産所分娩が始まった点について
は，戦前との連続性から説明できる。すなわち，
戦前日本では「産院」が社会事業という枠組みで
はじまり，その後，働く女性や新中間層にも定着
していったためである（大出 2016：64-69）。この
ように「産院」に入院して出産するという行動は，
都市では戦前と連続する形で戦後も行われていた。
　では大都市以外の地域ではどうか。地方や郡部
については地理的条件とそれにともなう病院・診
療所の不足という理由がまず考えられる。しかし，
その理由だけでは相対的に助産所分娩が他の県に
比べそれほどの広がりを見せなかった地域が存在
する理由を説明できない。たとえば秋田県，新潟
県，山形県，石川県がそれである。地方では公設
産婆という制度が各自治体の工夫によって設置さ
れた歴史があったから（東京市政調査会 1928），
それらの歴史と地域性の上に助産所が選択的に受
け入れられたとみるべきかもしれない。
　都道府県別に戦後の助産所分娩に着目してみる
と，出産の施設化とは，自宅から病院・診療所へ
という単純な変化ではなく，①自宅から病院・診
療所，そして②自宅から有床助産所という二つの
方向が同時に起こったことがわかる。そして両者
の割合はともに増え続け，地域による違いを含み
つつ，全国平均でみると，助産所分娩は 1965（昭
和 40）年にピークを迎え（実数では 1967 年にピー
ク）その後，減少していくのである。
　民間の助産所とは別に，1958（昭和 33）年から
20 年間にわたり母子健康センター・助産部門とい
う公設公営の助産所が全国に開設されていく。こ
の母子健康センターは毎年数十施設単位で各地に
設置されたが，1978（昭和 53）年を境に新規設置
は減少し（総センター数は 1978 年現在 680 施設），
1983（昭和 58）年度をもって終了している。この
うち助産部門を運営していたのは 1981（昭和 56）
年当時，母子健康センター全体の半数であり，そ
の後はセンター自体の減少と助産部門の廃止とで
ごく少数に減少していく（中山 2001：148-151）（１）。
　この公設公営の助産所が個人の開業助産婦によ
る助産所と一緒になり 1970（昭和 45）年前後ま
で地域差を伴いながら，病院分娩の拡大と並行す
る形で助産所分娩もまた拡大していった。では，
この事実はなぜ看過もしくは過小評価されてきた
のだろうか。
　次節では助産所の社会的位置づけを法律および
統計上のカテゴリーから考察していく。具体的に
は現在の公的統計では有床助産所の数を年次別に
捉えることができないこと，そしてこのことは公
的統計が助産所に一貫性のない曖昧な分類カテゴ
リーを与えてきたことの結果であり，それがまた
助産職や助産という実践の周辺化に寄与している
のではないかという点を論じていく。
３．助産所とは何か－医療法と『母子衛生の
　　主なる統計』の記述から
　毎年刊行される『母子保健の主なる統計』（母
子保健事業団）は 1950 年度から 1993 年度まで『母
子衛生の主なる統計』として出版されてきた。全
国および都道府県別の人口動態を知ることがで
き，戦後の日本の出産とその環境について調べる
際に，この統計書は欠かせない。
　ところがこの統計を用いて，助産所数が戦後ど
のように変化したのかを追う作業は予想されるほ
ど簡単ではない。その理由は統計上の助産所とわ
たしたちが助産院と呼ぶ施設とが一致しない点に
ある。社会的にもっとも一般的に流通する「助産
院」という呼称は有床助産所をさしているが，制
度上の正式名称は「助産所」である。では「助産所」
とはいつ誕生したのか。またどのように定義づけ
られているのか。
　戦後日本の医療や健康に関する制度の基本方針
は医療法（昭和 23 年 7 月 30 日公布）によって決
定づけられた。「助産所」はこの医療法によって
定められ，制度として誕生した。ここで注意しな
ければならないのは，法律の中で規定され制度化
されたことは助産婦が戦後になって初めて入院施
設をもったという意味ではない。あくまで「助産
所」という名の制度が誕生したということを意味
するのにすぎない。
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　医療法は助産所の管理者は助産婦であることを
義務づけ，開設に際し「嘱託医師を定めて置く」
こととした。嘱託医師とは医師一般であって診療
科目に関する規定はなかった（この規定は医療法
が 2007 年 3 月 30 日に改定されるまで継続した）。
　助産婦という名称は，国民医療法（昭和 17 年）
において産婆から名称変更されたが，実質的には
医療法と同日に公布された保健婦助産婦看護婦法
によって 1948（昭和 23）年から使用されるよう
になった（2002 年以降は保健師助産師看護師法に
より「助産師」に変更された）。
　医療法によれば助産所は入院施設を持たなくて
も開設できる。これは現在も変わっていない。
1948（昭和 23）年 7 月 30 日に公布された医療法
「第一章　総則　第一條」において病院と診療所
が定義され，助産所は「第二條」において次のよ
うに定められた（２）。
第二條　この法律において「助産所」とは，助
産婦が公衆又は特定多数人のためその業務（病
院又は診療所においてなすものを除く。）をな
す場所をいう。
2.　助産所は妊婦，産婦，又はじょく婦十人以
上の収容施設を有してはならない。
　（第三條，第四條は省略）
第五條　公衆又は特定多数人のため往診のみに
よって診療に従事する医師若しくは歯科医師又
は出張のみによってその業務に従事する助産婦
については，それぞれその住所をもって診療所
又は助産所とみなし，第八條，第九條及び第
三十九條又は第四十一條の規定を適用する。（以
下略）（下線部筆者）
第十九條　助産所の開設者は，嘱託医師を定め
て置かなければならない。
　医療法の規定では，入院設備がなくても助産所
として届け出ができたことにより（３），開業助産
婦＝助産所開設者（４）となったのである。公式統
計では入院設備をもたない開業助産婦と，（時に
は自宅分娩を扱いながら）入院設備をもち助産所
分娩をおこなってきた開業助産婦とを区別してこ
なかったのである。そのため入院設備のある有床
助産所の数を把握することが統計上，極めて困難
になった。
　中山まき子もこの問題を指摘し，有床助産所総
数とその年次別変化をとらえることは「容易では
ない」と断った上で，4 種類の資料をもとに 1982
年～ 2014 年までの有床助産所と助産所での年間
出生数の一覧表を示している。中山の作成した一
覧表にある 33 年間のうち有床助産所数が示され
ているのは 1990 年，2000 年，2006 年，2014 年の
わずか 4 年である（５）。これを踏まえ中山は「後
者（＝助産所で助産・分娩を行っている有床助産
所総数）の年次変化を正確に追跡するには資料が
乏しい。こうした詳しいデータの公表は，今後の
日本助産婦会（ﾏﾏ）の重要な課題である」と述べ
ている（中山　2015：363-4）。
　職能団体として有床助産所を把握する義務を負
うのはいうまでもないが，基本的には，国が地方
自治体を通じて医療施設や「衛生」施設を監督す
る立場から有床助産所を正確に把握する意志をも
たなかった結果といえる。医療法は戦後たびたび
改正されているが，「助産所」に関する規程は基
本的になんら変化もしていないし削除もされてい
ないからである。
　この点は同じく医療法に定められた診療所との
違いを見れば明らかである。医療法第五條に見る
とおり，診療所もまた往診のみによって診療に従
事しても個人の「住所をもって診療所」とした。
しかしながら，厚生労働省が実施する医療施設調
査において，診療所は病院と同様に設立主体別，
有床・無床別，診療科目別，都道府県別にその数
が公表されている（厚生労働省大臣官房統計情報
部　2016a）。したがって同様な作業は助産所につ
いても可能なはずだった。しかしそのようにして
こなかった。
　1960 年代以降，助産所が都市から急速に減少し，
開業助産婦（師）は見えない存在になっていく。
しかし，その数の減少は（絶滅危惧種ほどの数で
あっても）数える努力を怠る理由にはならない。
系統だった数え方を行ってこなかったのは保護す
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る意志がなかったというべきだろう。
　1950（昭和 25）年以降の統計が公表されている
『母子衛生の主なる統計』には出産の場所別，立
会者別に助産所での出産（６）もしくは病院や診療
所の助産婦（師）による出産の数は把握できる。
にもかかわらず『母子衛生の主なる統計』に有床
助産所が登場するのは 1992（平成 4）年分の日本
助産婦会により報告された「分娩を扱う助産所」
数がはじめてである。しかも翌 1993（平成 5）年
分は「都道府県別，産科・産婦人科標榜施設数」
の 1 つとして組み込まれる。このうち病院と診療
所は「医療施設調査・病院」報告によっているが，
助産所は「衛生行政業務報告」による。この報告
スタイルは現在まで続く（2005 年から「衛生行政
報告例」と名称変更）。1996（平成 8）年分からは
「都道府県別，診療科目（重複計上）別，医療施設数，
及び助産所数」として医療施設から分離されるの
である。しかもこの助産所数というのは冒頭に述
べた通り，有床・無床の両方を含み，分娩を扱う
ものと扱わないものとが混在する（表 1 参照）。
　母子健康センターについてみると『母子衛生の
主なる統計』には 1990（平成 2）年～ 1998（平成
10）年まで登場する。その後，3 年間は統計に現
れず，2002（平成 14）年から「都道府県，公立・
私立別，助産施設の施設数，定員，入所者数」と
して登場する。出典元は「厚生省母子衛生課調べ」
（1990 ～ 1992 年），「厚生省報告例」（1993 年），「社
会福祉行政業務報告」（1994 ～ 1998 年）と変遷し，
2002 年以降は「社会福祉施設等調査（報告）」となっ
ている。
　この統計表では助産施設が公立と私立とに分け
られているが，公立の助産施設と私立の助産施設
がそれぞれ何をさすのかは説明されていない。ま
た助産所と助産施設が同じなのか違うのかも記載
されていない。しかし助産所と助産施設は異なる
カテゴリーとして分類され別々の表に登場するこ
とから，両者が異なるものだとわかる。にもかか
わらず後述する通り，助産所でありかつ助産施設
であるものと，助産所ではあるが助産施設でない
ものがある。助産施設が何をさすのかますますわ
かりにくい。
　有床助産所の数の把握をより困難にするのが
「都道府県別，診療科目（重複計上）別，医療施
設数，及び助産所数」とは別に掲載されている「助
産施設」統計である。次節ではこの「助産施設」
なる言葉がどのような経緯で誕生したのか，また
何を指しているのかを整理しておきたい。
4．助産施設とは何か
　「助産施設」も助産所と同様，戦後に登場した
用語である。ただし助産所が医療法によって誕生
した言葉であるのに対し，助産施設は児童福祉法
によって生まれた。助産所は当初 lying-in agencies
と英訳され，1950（昭和 25）年発行の『母子衛生
の主なる統計』にはこの英訳が用いられていた。
　「助産施設」は 1947（昭和 22）年 12 月に成立
した児童福祉法に基づいた児童福祉施設として，
次のように定義されている。
助産施設：保健上必要があるにもかかわらず，経
済的理由により入院助産を受けることができな
い妊産婦を入所させて，助産を受けさせる施設
　1947（昭和 22）年 12 月成立以前の児童福祉法
案の審議段階において，GHQ に提出された助産
表１　『母子衛生の主なる統計』における助産所の分類カテゴリーの変遷
年次 助産所数が計上された表タイトル 出典
1992 年 分娩を扱う助産所数 日本助産婦会
1993 ～ 1995 年 都道府県別、産科・産婦人科標榜施設数「衛生行政業務報告」。病院と診療所は「医療施設調査・病院報告」
1996 ～ 2016 年現在 都道府県別、診療科目（重複計上）別、医療施設数、及び助産所数
「衛生行政業務報告」（2005 年から「衛
生行政報告例」に名称変更）
注：年次は助産所数が計上された年を示し、刊行物の発行年とは異なる。
71大出　春江：「助産」という実践を見えなくさせたもの
施設の英訳は lying-in agency であった（児童福祉
法研究会編 1978：579, 582）。ここでもまた助産所
と助産施設は（単数形か複数形かの違いを除き）
英語の区別がされていない（７）。日本語としても
両者の違いがわからない上に，英語でも区別がつ
かないのである。付け加えておくと，2014（平成
26）年度現在の助産施設は全国で公立・私立を合
わせ 393 施設あると報告されている（厚生労働省
大臣官房統計情報部編 2016b）（８）。2016（平成
28）年 3 月に出版された『母子保健の主なる統計』
でみる助産所の英訳は maternity home，助産施設
は maternity homes とあるから，公式統計における
現在の英訳でも両者の区別はできない。
　そこで，東京都と神奈川県が発行する助産施設
リストを参照してみることにする。2005（平成
17）年に東京都福祉保健局総務部企画課が発行し
た『社会福祉施設等一覧（平成 17 年度版）』と神
奈川県社会福祉協議会発行の『2004 年版神奈川県
社会福祉施設・団体名簿』にはそれぞれ助産施設
の一覧が記載されている。これを参考に作成した
ものが表 2 である。それによると 2005 年現在東
京都の助産施設総数は 49 施設，内訳は病院が 45，
助産所が 4 施設である。2004 年現在神奈川県の
助産施設は 38 施設ある。内訳は病院が 28，助産
所が 10 施設である。2014 年現在，東京都の助産
施設数は 39，神奈川県は 12 施設に減少している。
内訳の記載はない（厚生労働省大臣官房統計情報
部編 2016b：56）。
表 2　東京（2005）と神奈川（2004）助産施設数の内訳
東京都 神奈川県
助産施設
助産所 4 10
病院 45 28
計 49 38
2014 年現在　助産施設 39 12
　東京都と神奈川県を例に，助産施設とされる機
関を対照させて判明するのは，児童福祉法による
「助産施設」の定義は施設利用の意義や目的を意
味するだけで，実体をもつ特定の組織を示さない
ということである。既存の出産を扱う病院や母子
健康センター・助産部門，あるいは個人または共
同で運営する有床助産所を児童福祉法に基づき認
定し，認定された機関が「助産施設」になるとい
うわけである（これまでみる限り，診療所は含ま
れていない。診療所が制度的に助産施設の対象外
なのかどうかも不明である）。
　まとめておく。助産所の統計には有床助産所と
無床助産所が混在する。助産施設とは児童福祉法
の定義にある通り「入院助産」させる「施設」で
あるからすべて有床であるはずだが，その中には
病院と有床助産所が共に含まれる。また助産所の
うち有床助産所はさらに助産施設であるものと助
産施設でない助産所に分かれる。日本語としては
非常に似通っていても助産所だからといって助産
施設とは限らないのである。
　なぜ日本語としてこのように混乱しやすい言葉
が法律に規定されたのだろうか。1947（昭和 22）
年の児童福祉法案をめぐる衆議院厚生委員会会議
録によれば，「助産施設」という言葉に対し，法
案の審議段階からわかりにくさは指摘されてい
た。委員会議事録にはなぜ慣れ親しんだ「産院」
を用いないのか，という委員からの質問が記録さ
れている（児童福祉法研究会編 1979：53）。これ
に対し当時の厚生事務次官の米澤常道は，「産院」
の方が「社会によく知られてよく理解されて」い
るが，「助産施設」の意味するところは「国民医
療法の産院」の範囲とは異なるからと答弁し，「了
承願いたい」と回答している。
　その後も委員会では何度か「助産施設」につい
て疑義が出されている。上記の米澤の答弁からわ
かるのは，「産院」という半世紀以上にわたって
使われてきた言葉を，戦時立法で成立した「国民
医療法」で用いられているという理由から否定す
べきものと捉え，GHQ 占領下において厚生省が
戦後日本の新しい立場を示す意味で造り出した言
葉が「助産施設」だったということである。
　児童福祉法（案）審議過程で英訳が提出されてお
り，関連する法案は以下のように記載されている。
Ariticle 22:  The head of city, town and village shall 
admit the indigent expectant mothers to the lying-in 
agency for delivery when it is necessary for their 
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health.  Provided, it does not apply in the case it 
cannot be carried out for any adequate reason, such 
as the absence of the lying-in agency within 
reasonable reach.
Article 35:　Josan-shisetsu（lying-in agency） is the 
agency to admit and render maternity services for 
such expectant mothers who are in need of such 
services for their health but are not able to pay for 
the expenses.（児童福祉法研究会編 1978：579, 
582）
　助産施設の英訳である lying-in agency は 1950（昭
和 25）年『母子衛生の主なる統計』に登場する「都
道府県別施設及び立会者別出生」統計の助産所の
英 訳 と 同 じ で あ る（ た だ し 助 産 所 は lying-in 
agencies と複数形）。病院は Hospital，診療所は
Clinic となっているから，統計をとる側も助産所
と助産施設を当初から区別せずに使用していたと
考えられる。
　こうして助産所は一般社会で流通する助産院と
も一致せず，社会福祉施設としての助産施設とも
一致せず，しかも公式統計では有床か無床かの区
別もされていない。医療法においては病院，診療
所と共に規定されながら，医療施設のカテゴリー
から除外され，統計報告は「医療施設調査」では
なく「衛生行政報告」であり，しかもその一部は
社会福祉施設の 1 つとして計上されてきた。
　ただし地方公共団体レベルでは現実の必要から
区別を行っていたところもある。たとえば神奈川
県川崎市の場合がそれである。川崎市の衛生統計
をみると，自治体単位では助産所を有床／無床で
区別し記録している。1958（昭和 33）年に有床助
産所と無床助産所が分けて数えられ，一時中断後，
1978（昭和 53）年からふたたび有床と無床の区別
が統計で示されている。
　このように助産所を有床／無床で区別すること
は自治体によっては行われていたが，年次別にみ
るとこの区別は一貫してはいなかった。おそらく
他の自治体でも同様な状況だったと考えられる。
このことは助産所に関するこれらの把握を国（当
時の厚生省）が必要だと認識していなかったと理
解することができる。
　児童福祉法成立過程で委員から「産院」という
言葉をなぜ使用しないのかという疑問が提出され
ていたことに示される通り，出産施設としては「産
院」が定着していたのであり，当時の人々の認識
からは助産所も助産施設もまったく新規の言葉と
して捉えられたのである。
　では「産院」は助産所と同じと言えるのだろう
か。現在，「産院」という名称は妊産婦・新生児
のための病医院または産科の病院として理解され
ているが，「筑地産院」（1999 年廃院），「葛飾赤十
字産院」のように固有名詞として流通するのみで
ある。病院・診療所・助産所のように医療法の中
で定義された機関ではない。先述したように 1942
（昭和 17）年成立の「国民医療法」に登場するが，
調べてみると国民医療法以前から法律に規定され
取締りの対象とされていた。
5．戦前期の産院との断絶
　戦前期日本では，病院と診療所の区別は医師法
（第五次改正）における「診療所取締規則」によっ
て定められ制度化されていた。診療所取締規則に
おいて，病院は 10 床以上をいい，それ未満を診
療所とした（厚生省五十年史編集委員会 1988：
677-678）。
　戦前期に妊産婦を収容する「産院」は明治時代
から存在していた。もっとも古いのは通称「京都
産院」と呼ばれる 1891（明治 24）年に佐伯理一
郎が同志社病院に設立したものとされる。また
1899（明治 32）年には私立病院・産院規定が出さ
れ，開業産婆のもつ産院もその中に規定されるこ
とになった（日本女性史大辞典 2008：300）。
　大正期に入ると，社会事業としての「産院」が
都市を中心に広がっていく。ここでいう「産院」
は常駐する医師や事務職員，そして産婆・助産婦
や看護婦がいる病院組織である。入院施設として
は病院のもつ産科病棟をいう場合と，病院とは別
の独立した施設をいう場合と二通りある。
　このように併設にせよ独立施設にせよ，病院組
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織だけが産院と呼ばれただけでなく，戦前期の開
業産婆のなかには，個人で産院をもつ場合も珍し
くなかった。
　1933（昭和 8）年 11 月「警視庁衛生部医務課編
纂」の『医師法・歯科医師法・診療所・産院関係
法令集』によると，「産婆並産院取締規則」が診
療所取締規則や歯科診療所取締規則とともに公布
され，同日施行されている。この取締規則は「警
視庁令第四十九号」として以下のように定められ
ている。
第一条　本令に於て産院と称するは助産の目的
を以て妊婦，産婦又は褥婦を収容する場所にし
て産婆の開設するものを謂う
第二条　産婆に非ざれば産院を開設することを
得ず
（原文のカタカナを仮名に変え，濁点を補足し
ている…引用者注）
　
　同規則第七条には「収容定員三人以上の産院を
開設せんとするときは……所在地所轄警察署長を
経て警視総監に願出て許可を受くべし」とあり，
第八条に「収容定員二人以下の産院を開設したる
ときは……所在地所轄警察署長に届出」するよう
にと書かれている。しかも付則第十六条として「昭
和六年九月警視庁令第四十三号産婆の届出等に関
する件は之を廃止す」とあり，1931（昭和 6）年
時点で同種の規則が存在していたことがわかる。
　第十七条には「本令（上記の警視庁令四十九号）
施行前許可を受け現に存する産院は本令に依り許
可を受け又は届出でありたるものと看做す」とあ
る。産婆の開設した入院施設を「産院」と呼び，
それを直接に取締るのが警察であったことがわか
る（診療所取締規則の場合は内務省令として公布
されている）。
　このように戦前期の産院は，社会事業の枠組み
で全国に広がっていった病院組織としての産院
と，開業産婆が開設 ･ 運営する産院の二種類があっ
たことを昭和初期の警視庁令が示している。「産
院」は病院内もしくは独立した病院組織として存
在したものの他に，2 床以下の（届け出れば，3
床以上の場合もある）小規模な入院施設もまた「産
院」と呼ばれていたわけである。後者は戦後の有
床助産所と連続する。
　戦前期の都市を中心とする日本社会で普及して
いた「産院」は，国民医療法において病院，診療
所と共に，改めて制度として規定された施設とし
て存在することになった。ところが GHQ 占領下
に生まれた医療法や児童福祉法において，国民医
療法はすべて否定され，その際に制度としての「産
院」も同様に否定された。
　戦前期日本において，医療の対象としてではな
く出産を専用に扱う施設は，病院組織か助産職が
管理する施設かを区別せずに「産院」と呼び，そ
のいずれにおいても産婆が主体となって出産を扱
う施設として定着していたのである。戦後の呼称
はこれらとまったく断絶したものとなったこと
が，これまでの考察から明らかになった。
　有床助産所に着目して，制度の面から戦後なぜ
助産所や助産職が見えにくい存在になってきたの
かを考察してきた。しかし，これらの制度面から
だけで助産職が社会的に見えにくい存在になった
ことを説明することはもちろんできない。最後に
産む身体という観点からこのことを考えてみたい。
６．産む身体への配慮と出産の医療化
　現代の日本の女性はほとんどの場合，妊娠して
いるかどうかを確認するのに病院か診療所に行
き，医師の診察を受ける。確認された妊娠は届け
出され各自治体を経由して国家がその数を把握す
る。女性たちの妊娠届け出は児童福祉法によって
義務づけられている。しかし児童福祉法成立以前
から国家への妊娠の届け出義務は 1942（昭和 17）
年の「妊産婦手帳規定」により制度化された。明
治期後半から大正期にかけてはさまざまなメディ
アを通じて性と生殖が統制されていくのだが，妊
娠の段階から届け出させているわけではなかった
（地域単位で妊娠を警察が把握するところはあっ
た）。国家が届出制によって妊娠する身体を統制
管理するのは「妊産婦手帳規定」制度からである。
　妊産婦手帳は戦後，1948（昭和 23）年児童福祉
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法において「母子手帳」として規定され交付され
ることになった。さらに 1965（昭和 40）年母子
保健法の成立に基づき「母子健康手帳」と呼ばれ
ることになった。これらの手帳は戦中から戦後に
かけて配給物資や，各種サービスを受ける際の証
明書の役割を担った。
　妊娠の届け出がこのように 1942（昭和 17）年
以降義務づけられたものの，女性たちは必ずしも
その通りに行動したわけではなかった。『母子衛
生の主なる統計』には戦後日本の女性たちが妊娠
を届け出た時点の月数が集計されており，1963（昭
和 38）年以降から現在までの届け出状況を参照す
ることができる。1979 年分以降は週数による記載
のため，ここではそれ以前の月数も週数に統一し，
作成したのが図 2 である（９）。
　図からわかる通り，統計が公表されるように
なった 1963（昭和 38）年時点では身体の外見が
やや変化し着帯する頃の妊娠 4 ～ 5 ヶ月が半数近
くを占め，残りの半数近くが妊娠 6 ヶ月以上になっ
てから届け出されている。届け出時の月数（後に
週数）は年を追うごとに早まっており，2013（平
成 25）年には妊娠した女性の 9 割は妊娠 11 週未
満の時点で届出をしている。
　かつて多くの女性たちは，自分の身体の変調に
配慮しないばかりか，妊娠も身体上の特別な出来
事として扱うことがなかったようだ。周囲の家族
はなおさらのことだったと考えられる。『母子衛
生の主なる統計』をみる限り，全国の自治体に届
け出された妊娠が統計としてまとめられるのは
1954（昭和 29）年からである。この時の出生に対
する妊娠の届け出割合は 76.5% であるから，4 人
に一人は妊娠を届け出していなかった。届け出時
に妊娠月数（後に妊娠週数）が記録されるように
なるのは 1963（昭和 38）年からである。
　わずか 10 年も経たないうちに，妊娠の届け出
は 9 割を超える。産む身体への配慮は女性全体に
いきわたり，妊娠を個人の出来事としながらも届
け出するものと捉え，それを公的な事実とするこ
とに対する意識が徹底したことがわかる。こうし
た産む身体への配慮が初期の段階から胎児への関
心に結びつき，より「安全なお産」への志向が強
化されていくことは十分に推測できる。
　現在の日本では帝王切開率が年々上昇し，病院
だけに限ってみると 2015 年現在で 4 人に一人が
図２　妊娠届出時の週数（年次別）
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出典：1963 年～ 1990 年までは『母子衛生の主なる統計』，1995 年以降は『母子保健の主なる統計』から筆者作成。
　注：2000 年が空欄になっているのは 2012 年刊まで 1996 年の数値が最新として計上されていたことによる。2013
年刊から 2007 年以降の毎年の数値が記載されるようになったため，2007 年，2010 年，2013 年を記載している。
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帝王切開手術を受けている（石川 2013：383–
387）。東京都内のある大学病院では無痛分娩を目
的とした硬膜外麻酔の実施率が出産全体の 8 割だ
と報告している（板倉 2016：477）。現代の若い女
性たちのほとんどは妊娠や出産は医師が取り扱う
ものだと思っている。そもそも助産師という存在
を知らない（柘植 2009）。出産は生理的な現象で
あって病気ではない，と多くの出版物に書かれて
いる。しかしこの言葉も「出産は何が起こるかわ
からない」「いざという時に助産所は危険」とい
う言葉の前では説得力に乏しい。そのようにして
「より安全な出産」をめざして様々な医療行為の
前に多くの女性たちが自らの意志で身体をさし出
すことになる。
　医療は出産を予測可能な形に整形し，そのよう
にして周産期死亡率の低下をめざした。こうして
産む身体と生まれる子どもの命は安全圏に確保さ
れてきた。生命の安全を最優先にした結果，身体
の持ち主である女性の感情や意思は配慮の対象外
になった。
　医療化された出産はますます主流になってい
る。この事態は，現代の産む女性たちが医療化さ
れた出産を自ら選びとってきた結果でもある。そ
れは医師が立ち会わない出産という選択肢が見え
ないからでもある。助産という実践は戦後日本に
おいて制度的に周辺化され，助産職も助産所分娩
も 1970 年代以降は見えない存在へと変化してき
たことはこれまで述べてきた通りである。日本社
会全体の出産数が 100 万を割る中で，助産所分娩
はそれらのわずか 1％にも満たない。
　2009（平成 20）年の医療法改正により，出産を
扱う助産所の維持運営は一層困難になっている。
本稿の考察からすれば，そうした近年の変化のな
かで有床助産所あるいは自宅に助産師が訪問して
行う出産がそれでも継続していること自体が注目
されるべき現象であることがわかる。なぜ女性た
ちはさまざまな情報やネットワークを手がかりに
助産所分娩にたどり着くのだろうか。このような
選択をする女性の存在は，医療化された出産が主
流の現代においてどのように捉えるべきだろう
か。この点は稿を改めて考察する必要がある。し
かし，一つ指摘しておくべきなのは，助産という
実践が産む身体をもつ女性の人権と尊厳と極めて
高い親和性をもつということである。出産という
営みは産むメカニズムを内在させた身体によって
命を生み出すことである。それは極めて私的な出
来事であり，同時に生理的な営みである。産む女
性自らがその私的な営みの主体であろうとするこ
とを，助産の実践は女性に気づかせる可能性を
もっているのである。
注
（ 1 ） 母子保健センターの設置以前にも地域ごと
の公設助産所は存在していた。開業助産婦
が起業する形で入院施設をもち，その際に
自己資金が不十分な場合は公設にする案を
町や村の役場にかけあうなどして設立し，
施設化を進めていた。また戦前には済生会
や愛国婦人会などの民間団体が（特に地方
において）社会事業として産院を設置した
から，これらの施設が戦後どのように助産
所として活用されたのか，連続性について
調べる必要はある（愛国婦人会 1935）。
（ 2 ） 『官報』（昭和 23 年 7 月 30 日）国会図書館
デジタルライブラリー。公布当時のまま引
用した。
（ 3 ） 医療法が公布された 1948（昭和 23）年当時，
ほとんどの開業医師や開業助産婦は自宅の
一室で診察をしながら，診察かばんを持参
して患家や産家を訪問し治療や助産をして
いたのだから，入院施設の有無に関係なく
診療所や助産所が定義されたことは，当時の
社会的状況からすれば当然だったと言える。
（ 4 ） 医療法によれば，助産所は助産婦（師）で
なくとも開設することができる。その場合
は助産婦（師）を管理者としておかなければ
ならない。したがって厳密に表記するなら開
業助産婦＝助産所管理者と書くべきところ
だが，ほとんどの助産所は開設者＝管理者
のため，ここではわかりやすさを優先し助産
所管理者ではなく助産所開設者と記した。
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（ 5 ） 『母子衛生の主なる統計』1992 年版（1994
年出版）には日本助産婦会が発表した分娩
を扱う助産所数を出典として「都道府県別 , 
助産所数」が公表されている。ただし，日
本助産婦（師）会発表の統計が利用された
のは一度きりである。中山まき子（2015）
が作成した「表　終 -3」では空欄の 1992 年
に日本助産婦会発表の 365 施設という数値
を記入すると，助産所数の急速な減少傾向
がより一層わかる。
（ 6 ） 病院，診療所だけでなく助産所についても
立会者が医師か助産婦に分かれているが，
ほとんどは助産婦が占める。
（ 7 ） 2016（平成 28）年 3 月に出版された『母子
保健の主なる統計』でみる助産所の英訳は
maternity home，助産施設は maternity homes
とあるから，英訳でも公式統計において両
者の区別はできない。
（ 8 ） 施設数の多い順にみると①東京 39，②北海
道 27，③大阪 21，④長野 13，⑤神奈川 12，
⑥埼玉 11，⑦京都 10，である。岩手，茨城，
栃木，群馬，山梨，広島，愛媛，熊本の各
県には助産施設がない。
（ 9 ） 第 3 月以内は「11 週以下」，第 4 ～第 5 月は
「12 週以上 19 週以下」，第 6 ～第 7 月は「20
週以上 27 週未満」，第 8 月以上は「28 週以上」
に対応している。
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